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Abstract
This paper intends to analyze the development of so-called children’s administration from the 
perspective of interagency collaboration. 
Administrative organization, based on the “principle of shared management”, is divided into 
smaller sections, such as departments and/or divisions, and their respective affairs under the juris-
diction are allocated. They expect the shared management to clarify who is responsible for their 
respective offices, to enhance the expertise and skill of the staff to improve efficiency, and to 
reduce the conflicts of inter-organization. On the other hand, shared management in a silos struc-
ture can cause “sectionalism” as functional impairments. 
Interagency collaboration, while accepting the shared management of administrative organiza-
tion, attracts attention as a method to link the relevant government agencies so as to improve the 
quality of public services. In this discussion on interagency collaboration, “organizational integra-
tion” is understood to be one of the measures to realize multi-institutional collaboration. 
Many municipalities have reduced their administrative resources such as human resources and 
financial resources because of a population decline and aging community. It has become common 
for municipalities to integrate the childcare division and early childhood education division espe-
cially after the introduction of the “Comprehensive Support System for Children and Childrear-
ing”.
This paper clarifies the aspects of figures and features for the development of children’s admin-
istration by analyzing two leading municipal cases from the perspective of interagency collabora-
tion. The analysis has raised some suggestions to promote interagency collaboration in 
administration.
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の Bardach の提唱した多機関連携を，Peters（2005 : p66）は行政機関における「調整」のポジテ
ィブ面に着目したものであると指摘する 3。行政機関の間の「調整」は，行政の全体としての総
合性を維持するための重要な手法（塩野 2012）であり，行政学においても重要な研究課題とさ











2012，石川 2013，手塚 2019），児童虐待防止（高岡 2013，鈴木 2019），児童発達支援（是枝・









































明らかにした。また，同調査では一元化の時期も尋ねており，平成 10（1998）年までには 7 自
治体が一元化したにすぎなかったのが，平成 11（1999）年から 15（2003）年の間に 17 自治体が，
16（2004）年から 20（2008）年の間に 63 自治体が，21（2009）年から 25（2013）年の間に 94
自治体が，26（2014）年以降に 132 自治体が一元化していることを示しており，特に平成 16（2004）
年以降に広がりを見せていることが分かる。
5 この点については，組織再編と連携を対比させ，組織再編は一般的に時間やエネルギーなどの点で大変高いコスト














































平成 26（2014）年以降に一元化した自治体が 21（2009）年から 25（2013）年の間に一元化した
自治体の 1.4 倍と急増していることにも示されている。
なお，現行の行政組織に関する法令の下での一元化は，教育委員会の職務（事務）を首長部局
で行う場合は職務権限の特例（地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 24 条の 2），事務委
任又は補助執行（地方自治法第 180 条の 7）の形で行い，首長部局の職務（事務）を教育委員会























平成 16（2004）年の児童福祉法の改正により，地方自治体に，要保護児童 6 の適切な保護を図
るため，関係機関等により構成され，要保護児童及びその保護者に関する情報の交換や支援内容















が参加）の 3 層，あるいはそれぞれの機能を併せ持った 1～2 層の会議で運営されている。
②地方版子ども・子育て会議





















要」（https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/000349526.pdf：最終アクセス日 2019 年 3 月 27 日）に基づく。
9 内閣府が地方自治体向けに作成した資料「地方版子ども・子育て会議について（追補版）　平成 25 年 4 月」を参照
（http://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/administer/qa/pdf/chihou_s1.pdf　：最終アクセス日 2019 年 3 月 27 日）
10 内閣府ウェブサイト（http://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/meeting/kodomo_kosodate/b_19/pdf/s4-1.pdf：最終ア





平成 30（2018）年 9 月 1 日時点で，既に開催した地方自治体が都道府県・指定都市で 67（100
％），市区町村で 1,717（99.9％）11 である。既に開催した自治体のうち，重点的に講ずべき施策
























11 文部科学省が実施した調査「新教育委員会制度への移行に関する調査（平成 30 年 9 月 1 日現在）」（http://www.mext.
go.jp/a_menu/chihou/__icsFiles/afieldfile/2018/12/18/1411792_01.pdf ：最終アクセス日 2019 年 3 月 27 日）に基づく。

































の高まり，④幼稚園における 3 歳児保育の未実施という 4 つの課題を解消するため，平成 6（1994）
年から検討を続け，平成 12（2000）年にその当時旧市内に 26 園あった公私立幼稚園・保育所の




15 本項の内容は，掛川市の公式ウェブサイトの内容と，平成 30（2018）年 3 月 19 日に実施した掛川市への聞き取り
調査に基づいている。
16 掛川市統計書（平成 29 年度版）に基づく。
17 掛川市ウェブサイト「掛川市の概要」
（http://www.city.kakegawa.shizuoka.jp/city/profile/kakegawasinogaiyo.html：最終アクセス日 2019 年 3 月 25 日）に基づく。























老朽化などの課題を解消するため，平成 30（2018）年度に 13 園あった幼稚園（公立 8 園）と保












19 平成 31 年度市長施政方針で，この認定こども園化に言及したすぐ後に，「引き続き，公立幼稚園と私立保育園職員
の人事交流を行ってまいります。」と述べており，現在公立幼稚園教員として勤務している者が，私立認定こども
園の職員となることも想定される。



































22 本項の内容は，佐世保市の公式ウェブサイトの内容と，平成 30（2018）年 3 月 15 日に実施した佐世保市への聞き
取り調査に基づいている。


























































室」が 3 つの小学校に置かれていたものの，幼児は教育相談のみの対応だったため，平成 29（2017）
年度に新たに，幼児を対象とした「幼児まどか教室」を開設した。この幼児まどか教室は，幼児
教育センターと同じ敷地にある小学校の建物の一角を利用しており，必要に応じて在籍園と連携
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